
　昨夏、ある県の地球温暖化対策計画の担当者
と、オンラインで意見交換した。
　その地域では、CO2排出量の７割が発電所や産
業部門からで、残り３割を排出する事業者や家
庭、運輸部門を対象に計画策定しており、全体の
把握が難しいとのこと。私は、すべての主体をつ
ないで脱炭素を目指して欲しいと申し上げたが、
その後短期間で社会が動いていると感じている。

　2020年10月26日、菅総理は所信表明演説で
「2050年カーボンニュートラル（CN）」を宣言。
　経団連は「英断」と高く評価し、12月15日に経
済界の決意を公表した。「産業革命以来の人類と
エネルギーの抜本的変革、主要産業の生産プロセ
スの革新、運輸・民生部門で革新的製品の普及や
生活様式の転換等、経済社会変革が不可欠」と。
　直後の12月25日、国は「グリーン成長戦略」を
発表。２兆円の基金で、国内民間投資15兆円や
ESG投資の呼び込みめざし、14分野を詳述した。
　EU、英国、中国、米国など「アフターコロナ
はグリーン成長で」と、大胆な研究資金投入を始
めた国々に負けない体制をスタートさせた。

　CNにはエネルギー供給側の脱炭素と、産業・
運輸・事業者・家庭など需要側の脱炭素化、省エ
ネのデジタル化などが鍵となる。
　委員として参加する経産省のエネルギー基本計
画改定議論でも、「2050年CNを実現する電源」と
して「再生可能エネルギー50～60％」「原子力発

電と、CO2回収・貯蔵・リサイクルで脱炭素化し
た火力発電計30～40％」「水素・アンモニア発電
10％」と、参考値を示した。
　水素を脱炭素エネルギーに位置付けたのが特徴
で、「グリーン成長戦略」でも水素の海外からの
大量調達や水素発電タービンの開発、再エネで製
造するCO2フリー水素拡大などを明記している。
　需要側も自動車・建物の水素・燃料電池活用だ
けでなく、トラック・JR・船舶・飛行機や、鉄
鋼の水素還元製鉄、セメント・化学工業など主要
産業のエネルギー転換をめざす。
　再エネ調整力の火力発電や、廃棄物発電では
CO2回収・リサイクルも必須となり、CO2と水素
でプラスチックをつくる人工光合成技術が完成す
れば、資源循環や再生資源の概念も変わる。

　様々な変革が進む中、産業界、事業者、市民が
地域で脱炭素めざしてつながるには、自治体の役
割は大きい。12月25日には首相官邸に知事・市長
が集い「国・地方脱炭素実現会議」も開かれ、地
域の取組と国民のライフスタイル分野を軸に、国
民・生活者目線でのロードマップづくりも始まっ
た。その際環境省が示した「2050年二酸化炭素排
出実質ゼロ表明自治体」は、228自治体（29都道
府県、199市区町村）。人口比でみると全国の72％
に及んでいる。（2021年3月25日時点では84％）
　心強い限りだが、脱炭素型地域循環共生圏に向
けて、技術革新と行動変容をつなぎ、地に足をつ
けた経済社会変革が進むことを願っている。
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